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202４賃金確定闘争～第３回幹事団交渉報告
大多数の「良好」職員のボーナスを引下げて上位区分に加算を提案！
交渉期間1か月を切った中で、多岐にわたるマイナス提案を行うことは誠実な交渉姿勢か？
県労連は12月11日、2024確定交渉第3回幹事団交渉を行いました。（詳細裏面）
2024年度の賃金・一時金は既に妥結していますが、その他の課題について、衆議院選挙により中断していた確定交渉を再開したものです。
主な議論
■県独自号給の廃止の当局提案

提案内容
　県が独自で追加している号給（行政職１給料表では4級94号以上、5級94号以上、6級86号以上、7級62号以上）を廃止し、国同様としたい。
県労連の主張
　神奈川の職員構成などの実態に合わせて独自号給がある。当該号給には高齢層の職員が多く、この間の給与引き上げの恩恵をほとんど受けていない層である。この上給与減額となれば生活を直撃し、業務の中核を担う職員の士気を維持することはできない。撤回を求める。
■昇給、成績率の格差拡大の当局提案

提案内容
〇昇給号給：国同様に、「Ａランク」を「6号昇⇒8号昇」に、「Ｂランク」を「5号昇⇒6号昇」に、「Ｃランク」は「4号昇」のままとしたい。
〇成績率：現行の上位区分との格差を「9⇒11.5」に拡げたい。
県労連の主張
　昇給の号給数、成績率ともに、「人事評価制度」に基づき定められている。人事評価制度は労使で十分交渉協議を行い、「人材育成のための制度」「目立たない仕事を地道に努力する職員も評価する」「いたずらに差を設けるものではない」との確認のもとに策定したもので、この趣旨に基づき当初から国とは異なる昇給巾、成績率を設定している。これを大きく変更するのであれば、もとの人事評価制度から議論すべきであり、昇給幅、成績率のみの提案には応じられない。
■扶養手当の見直し提案

提案内容
　配偶者の扶養手当を廃止し減額分で子の扶養手当を増額する。父母の扶養手当を国並みに減額する（経過措置有）。
県労連の主張
　配偶者手当を廃止するとしても、自身が病気や介護のために働きたくても働けない配偶者がいる。こうした弱者への配慮が必要ではないか。
■再任用職員の処遇改善要求
要求内容
　再任用職員の仕事は現役時代と変わらないにもかかわらず、給与総額は約半分だ。人材確保と言うなら今いる人間を大切にすべきだ。少なくとも一時金は定年延長者と同様に改善すべきだ。
当局回答
・手当については国の改正に準じて見直す。

・再任用職員の一時金等の処遇を改善すると負担が重くなる。やるならその分他を下げざるを得ない。
■通勤手当の改善要求
要求内容
・支給限度額や支給要件の国並み改善
・障害のある職員の高速道路利用に係る支給要件の廃止。

・臨時的任用職員の支給要件（月の初日に在籍しないとその月は支給されない）の改善。
当局回答
・国の改正に準じた見直しは行う。

・臨時的任用職員の通勤手当は、手当の仕組みの問題であるし、事務負担も膨大になるので現行ルールは変えない。
■会計年度任用職員の雇用改善要求
要求内容
　国は基幹業務職員（会計年度任用職員に相当）の更新時の選考を廃止し、総務省は各自治体に通知を出している。県としても会計年度任用職員の更新時の選考は廃止すべき。
当局回答
　国は見直したが、地方自治体には「変えなくてもいい」と判断を任せている。
■職歴のある職員の昇給昇格改善要求
要求内容
　前職がある場合、前歴換算はされるが県歴換算されないため昇給昇格が遅れている。これでは人材確保も離職防止にもマイナスである。少なくとも公務員としての職歴は県歴としてみるべきだ。
当局回答
　現行のルールに基づき行う。

	項目
	幹事団交渉③での当局説明・回答・逆提案

	基本賃金
	●2025年度給与改定　勧告の実施については交渉課題の全体の中で話し合っていく。

●寒冷地手当　現在の支給地域の区分（２～４級地）に1級地を加え、国と同様とする。202５年４月から。⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●号給追加（足伸ばし）の見直し　給与カーブの見直しの経過措置が終了する202６年４月から足伸ばしを廃止し、各給料表の最高号給については国制度に準拠した形に見直す。

●失業者の退職手当　雇用保険法見直しを踏まえ対応。⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●期末勤勉手当、退職手当の支給制限　刑法改正に伴い、202５年６月から見直し

●大学3年時一種試験合格者の初任給　早期受験促進の観点から特例措置。202５年４月から。⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●再採用制度の初任給　退職時の級号給を基礎とし初任給を決定する特例設ける。202５年４月から。⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●給特法改正　国動向を注視する

	給与制度のアップデート
	●給料表、会計年度任用職員報酬額表　勧告に基づき改定したい。⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●扶養手当の見直し　勧告どおり経過措置を設けて見直し。⇒詳細は然るべき場で話し合う。

扶養親族／職位

現　在

2025年

2026年

配偶者（7級以下）

7,400

3,500

廃止

子（配偶者がない場合）

15,200

14,100

13,000

子（1人目）

10,200

11,600

13,000

子（２人目）

11,000

12,000

13,000

子（３人目以降）

12,000

12,500

13,000

特定期間の子（加算額）

7,000

6,000

5,000

父母（7級以下）

7,000

6,800

6,500

●通勤手当　支給額や新幹線等を利用する場合の要件について、国に準じ見直し⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●単身赴任手当　採用に伴い移転した場合、手当支給対象としたい

●再任用職員の諸手当　住居手当、特殊勤務手当、へき地手当、寒冷地手当を支給することとしたい

●特定任期付職員の特別給　国の考え方を参考に勤勉手当を導入したい⇒詳細は然るべき場で話し合う。

●昇給見直し　年度末に55歳に達していない職員について、国準拠に見直したい。202７年１月から。

●勤勉手当の成績率　国の成績率の下限の間差と同様、11.5とし、2025年から見直したい

　　　■昇給見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■成績率見直し

区　分

現　行

変更後

　　区　分

2024年度

2025年度

極めて良好（A区分）

6号給

8号給

　特に優秀

1２１／100

125.5／100

特に良好（Ｂ区分）

５号給

６号給

　優秀

1１２／100

114／100

良好（Ｃ区分）

４号給

４号給

　良好

10３／100

102.5／100

やや良好でない（Ｄ区分）

３号給

２号給

　良好でない

9８.5／100

98.5／100

良好でない（Ｅ区分）

昇給なし

昇給なし



	旅費
	●国の旅費制度が2025年4月改正されることから、詳細が分かり次第、県労連と話し合いたい。

	働き方改革の取組
	●業務見直し　トップダウンによる事業見直し、事業廃止に取り組んでいく。

●長時間労働の是正　80時間超の時間外勤務を発生させないとの決意で取り組んでいるが、今年度すでに月100時間超の事例まで出たことを重く受け止めている（80ｈ超は延べ24名）。いま一度、朝夕ミーティングなどの基本的な取組みを徹底することを確認したところ。オフィス環境の改善にも取り組んでいる。

●教員の働き方改革　「神奈川の教員の働き方改革に関する指針」の改定を今年度中に実施すると承知している。また、県立学校では業務アシスタントの追加配置等、市町村立学校では教頭マネジメント支援員を配置する等に取り組んだ。

	仕事と家庭の両立支援
	●フレックスタイム制度の見直し　育児・介護職員向け選択式週休3日制を週1回を限度に週休日の追加を可能とする内容で2025年4月から本格導入したい。学校職員については、任命権者で話し合っていただきたい。

●育児介護休業法の改正について　国の措置を踏まえ、以下の通り見直したい。

•子の看護休暇　2025年4月から取得理由に新たに「学級閉鎖等にかかる子の世話」「子の行事への参加」を追加されることから、法改正に合わせ、同様の措置を講じ、名称は「子の看護等休暇」としたい。これに伴い、本県が独自に措置している、臨時休校等における子の世話に係る特別休暇は廃止したい。

・子を養育する職員の時間外勤務免除の措置　対象を「3歳に満たない子」から「小学校就学の始期に達するまでの子」に2025年4月から拡大したい。

・育児部分休業　休業時間の拡大等を目的とした法改正を踏まえ、詳細が分かり次第然るべき場で話し合いをしたい。

	会計年度任用職員
	●会計年度任用職員の休暇の6月要件　育児介護休業法改正を踏まえ、不妊治療休暇、育児参加休暇、配偶者等出産休暇について、国に準じ、6月以上のまたは継続勤務の要件を廃止したい。

●私傷病に係る特別休暇　国に準じ全日数を有給にしたい（休暇日数は変更なし）。2025年4月から。

	その他
	●年次休暇の付与の時期の変更　すべての任用形態を対象に、年次休暇等（ボランティア休暇、子の看護休暇、短期介護休暇、不妊治療休暇、介護欠勤）を、2026年4月から、暦年（１～12月）付与から年度（4～3月）付与としたい。また、任期付き職員、臨時的任用職員は任用時期により付与日数に大幅な差があったことから、短時間勤務職員を参考に、継続勤務期間及び任用期間に応じた比例付与としたい。

●永年勤続表彰　昨今の実態を踏まえ、2025年3月末で廃止したい。

●リフレッシュ休暇　勤続年数要件を年齢要件に見直したい。2025年４月から

●職員功績賞　業務削減の観点から、知事表彰を随時とするとともに、局長表彰を廃止したい。2025年4月から。


県労連確定闘争交渉日程
〇1２月１８日（水）　決議文手交

〇1２月２３日（月）　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　 自治労県職労拡大評議委

〇1２月２５日（水）　戦術配置
日本原水爆被害者団体協議会の
ノーベル平和賞受賞を祝福します
当局回答


・手当については国の改正に準じて見直す。


・再任用職員の一時金等の処遇を改善すると負担が重くなる。やるならその分他を下げざるを得ない。


■通勤手当の改善要求


要求内容


・支給限度額や支給要件の国並み改善











